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Ⅰ 序章 
本論文は，アメリカ鉄道会計の重要性，その中
でも，会計理論と会計実務の乖離について論じ，
合理的意思決定について意見を提示する。また，
会計史の重要性について再認識することを目的と
している。まず，本論文の軸としている部分とし
ては，会計の諸概念の生成過程という歴史的視点
を重視することで，会計諸問題の根底を理解し，
その解明を試みるというものである。会計は本来
の目的とは違った新たな機能を発揮するという柔
軟性があるため，その本来の目的と，付加された
新たな機能について考察していく。そこで重要な
のは以下の点である。 
 
会計学の重層性（会計史の重要性）について再認
識する。 
19 世紀におけるアメリカ鉄道会計が近代会計理論
に与えた影響について再検討する。 
減価償却，財務報告，原価計算，財務会計と管理
会計について自らの見解を提示する。 
会計理論と会計実務の乖離について論理的根拠に
基づき考察する。 
会計学の重層性とは，過去から現代までの会計
学の考え方が同時併存している現象を指す。歴史
（過去）と現代の間に切れ目をもたない学問とし
てとらえ，現代会計のなかに，18 世紀，19 世紀，
そして 20 世紀の会計も混在しており，ハットフ
ィールドの近代会計理論もその一部に内包される
と私は考える。 
また，19 世紀におけるアメリカ鉄道会社は初期
の株式会社であり，その大規模な組織形態から巨
額の資本を必要とした。証券市場の発達と共に，
海外の債権者や国内の株主などから莫大な資本が
投下され，アメリカ鉄道会社は，資本の調達・運
用・保全に関して，徹底した管理が必然となる。 
そして，株式会社であったため，当然，配当可
能利益額を計算し，株主に対し配当を行う。当時
の証券市場には，現代と同様に，様々な意図を持
った投資家が混在していたため，株主層の分化が
生じ，経営者は，利害の異なる株主間の利害調整
を行う。また，イギリス鉄道会社は社債を発行し
ていなかった。したがって,重要な点としては，ア
メリカ鉄道会社では，社債権者と株主間の利害調
整も行う必要があり，それらの要因が財務会計の
精緻化を促したともいえる。 
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その他，減価償却や財務報告，原価計算，財務
会計と管理会計の領域について明白になったのは
アメリカ鉄道会計である。 
現代会計を論じるうえで，その原点として欠か
せないのがアメリカ鉄道会計である。現代におけ
る会計理論と会計実務の乖離が生じている点につ
いて，何故そのようなことが起こるのか論理的根
拠に基づき考察していく。 
 
１ 会計史研究 
(1)会計学の重層性 
現代の会計学は，会計史の重層性に基づいてい
る。会計史研究は方法論的側面を持つが，現代社
会においても変わらない「核心」を見出すことが
可能である。それは，計算体系の構築から会計理
論が形成されるため，近代会計理論形成における
歴史的視点は不可欠である。したがって，社会経
済状況が変わろうと会計学の重要性や柔軟性は変
化しないため，過去（歴史的事実）は，未来を予
測するデータとなり得る。 
 上述した流れに伴い，ある会計処理の本来の必
要性，社会経済状況により会計処理の目的が歪ん
だ事実，企業経営における会計の在り方，会計理
論の形成（近代会計理論）と会計実務の乖離が生
じる。 
 先ほど述べた重層性の定義に則ると，会計史は
現代社会の会計においても変わらない本質を見出
すことが可能である。また，計算体系の構築は実
務だ。そこから会計理論が形成されるため，近代
会計理論の形成には過去の会計実務が多大な影響
を与えた。 
そして，会計は企業のおかれている社会経済状
況にあわせ様々な機能を発揮するため，多様性が
あると捉えがちであるが，その重要性や柔軟性は
変化しないため，歴史的な事実は未来を予測する
データとなり得る。企業がある困難に直面したと
き，社会経済状況がある変遷をとげたとき，企業
において会計学がどのように機能するのか，それ
は歴史研究をすることで，ある程度の予測が可能
である。現在行われている会計処理の本来の目的
や，その目的が徐々に変化した事実，企業経営に
おける会計の在り方，会計理論と会計実務の乖離
について考察する際，会計学の重層性を常に念頭
に置いておくべきだと考える。 
(2)19 世紀におけるアメリカ鉄道会社 
当時のアメリカ鉄道会社は，安定的な輸送手段
と迅速で確実な情報伝達手段を徐々に整え，現代
企業の組織モデルを提供し，周辺産業の整備をも
たらした。 
 具体的には，鉄道網の拡大と安全への組織的対
応が挙げられる。1840 年代に第一次鉄道ブームが
おこり，操業費や営業費の増大，業務が複雑化し
た。そこで現代企業の形態が完成したのである。 
また，長距離輸送と経営管理の必要性があり，
巨大で複雑な運行業務を効率よく運営する内部組
織の発達が促され，近代的な事業単位組織を完成
させた。ラインスタッフ制といい，後の事業部制
組織の先駆的形態である。会計システムの導入も
行われた。 
 アメリカ鉄道会社では，責任と権限のラインと
範囲を明確にした。実際の運行業務を行う現業部
門と会社全般の経営方針を考える本社部門を分離
し，社内情報を経営手段として認識した。 
 このように，現代企業の原点ともいえる経営を
行っていた。会計面としては，鉄道会社では株式
の拡散が進み，株主層が分化することで，資本勘
定と収益勘定が重要となる。資本勘定は財産の保
全のため必要とされ，収益勘定は配当可能利益計
算のため必要とされる。株式会社において，財産
の管理という行為に関し，委託・受託の関係が存
在している。企業の所有者と経営者が別というこ
とを前提として見ていくと，株式会社会計は株主
相互間において，利害調整の指標として利益の情
報が用いられる。 
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(3)アメリカ鉄道会計史 
アメリカ史上初の株式会社だったため，委託・受
託責任の履行（アカウンタビリティ）が重要視さ
れた。 
資金提供者である株主間の利害調整が必要とな
り，財務会計は株主間の利害調整の会計としての
側面を見せるようになった。 
減価償却，基金会計，財務諸表の精緻化，原価計
算，資産評価，過大資本化に対する会計処理など，
現代に通じる様々な会計処理が必要性に応じて生
まれた（原点）。 
本来，会計学は財務会計と管理会計の区分はなか
ったが，株主間の利害調整（財務報告）により，
ゆがみ始めた財務会計と正確性を求める管理会計
に区分するに至った。 
企業の最終的な目的は「利益の追求」に他ならな
い。 
会計学には,会計責任の重要性や様々な会計処
理，また配当政策による利害調整がある。資金提
供者の利害を調整するため，配当政策が必要とな
り，財務報告は，配当政策（配当可能利益計算）
を意識したものへと変化した。一方で企業では経
営を円滑に行うにあたり生産を介して実現した現
実の価値，原価やコストなどをより正確に評価す
る必要があった。経済的効率性の向上（効率的な
資源配分）は実態に即して行うため，実態資本の
正確な計算が経営管理に必要となった。 
したがって，財務会計では補えなくなった内部
管理を，管理的側面として特化させていき，経営
者の意思決定に使用することで，企業内の会計を
財務的側面と管理的側面に置いて調整した。企業
が存続する上で，利害調整や配当政策によりゆが
みはじめた財務会計に反し，管理会計は正確性を
求めた。そして，当時から現代まで共通している
のは，営利企業の最終的な目的は利益の追求に他
ならない。 
 会計理論を論じるうえで，歴史的事実であるア
メリカ鉄道における会計処理を看過してはならな
い。現代の会計学に対する考え方は社会経済的背
景の影響を受けた結果，会計基準の多様性が会計
の変化と発展に不可欠な要素として見られるが，
会計は発展というよりもその柔軟性により新たな
機能を発揮していると考えられる。つまり，会計
基準が変化すれば，既存の会計研究は意義を果た
すとは言い難い。そこで，現代の会計学において
も重層性に基づき，本質論となる会計史の重要性
が高まる。 
 社会科学において仮説を証明するのは歴史的事
実だと考えると，19 世紀のアメリカ鉄道会計を看
過して，現代の会計理論を論じることはむずかし
い。また，現代の会計基準の多様性が会計の変化
と発展に不可欠な要素としてみられる研究が多々
あるが，会計は発展しているというよりも，会計
そのものの柔軟性により新たな機能発揮している
にすぎない。その新たな機能はもとから内在され
ていたものであり，ある特別な要因に触発され，
顕在化したものとしてみると，「発達」や「進化」
といった用語には疑問が残る。また会計基準によ
り会計理論や会計実務がつくられるのではなく，
その逆で，会計実務が本来先にあり，そこから会
計理論が形成され,会計基準の作成につながって
いく。IFRS 等も同様であるが会計基準が変化し
てしまえば，基準に対する研究は会計理論に対し
意義を果たすとは言い難いのではないか。現象面
ではなく何故その会計基準が必要とされたかとい
う本質論が重要であり，そこで現代の会計学にお
いても重層性に基づき会計実務からはじまる会計
史研究が不可欠である。 
 
Ⅱ 有形固定資産の減価償却 
有形固定資産の減価償却の始まりは 1600 年代
初期の農業会計で，経営者は有形固定資産に投下
された資本の投資回収といった考え方を持ってい
た。適正な期間損益計算における費用配分として
の考え方は，その後，株主間の利害調整のため生
まれた。 
＝ 減価償却の理論と実務の変化（会計の柔軟性） 
＝ 法定耐用年数（費用対効果・節税効果） 
 本来，投資回収としての減価償却が，現在は株
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主間の利害調整として機能している。会計は社会
経済状況の影響を受け，柔軟性がある。そのため，
現代の会計理論に対し，いずれ新たな見解が生ま
れる可能性がある。 
 1600 年代初期の農業会計では，豚や牛といった
家畜に対し減価償却を行っていた。これは経営者
の投資回収という考え方から発生した。現在は，
発生主義会計の下，期間損益計算における費用配
分という考え方が一般的だが，このように実務や
理論の変遷が見られる。また，耐用年数において
も，実際の耐用年数と法定耐用年数は異なり，そ
れを測定するのは困難だが，費用対効果，これは
投資回収に似た考え方であり，節税効果などが見
込めるといわれている。このように，本来投資回
収としてうまれた減価償却という会計処理が，現
在は株主間の利害調整のほか，様々な機能を発揮
している。 
 
Ⅲ 財務報告 
委託・受託責任の履行が本来の目的であったが，
現在はステークホルダ （ー仕入先，顧客，従業員，
地域住民，潜在的株主など）に対し財務報告を行
っている。 
 19 世紀におけるアメリカ鉄道会社は，株主に対
し財務情報ならびに非財務情報を常に開示してい
た。しかし，株主総会の場のみ開示するようにな
った時点で，会計理論と実務の乖離が生じている。 
 
１ CSR 情報（企業の社会的責任） 
 CSR は，ステークホルダーからのニーズに答え
るために，企業戦略として対応していくものであ
る。企業は，社内外の人々を自社の CSR 活動に
関係者として従事させ，環境・社会の持続可能性
に貢献している。さらに，利益を生み出す仕組み
と企業自身の持続可能性も確保できると考え，活
動を推進している。 
 委託・受託責任の履行を果たすだけならば株主
にのみ開示を行えばいい。また19世紀のアメリカ
鉄道会社は，株主が好きなときに好きな情報をみ
ることが可能であったが，株主総会という場をも
うけることでその場でしか会計情報を見ることが
出来なくなった。ここで，委託・受託関係におけ
る会計責任と現実の乖離が生じている。また CSR
情報は企業の社会的責任といわれ，現在重要視さ
れているが，19世紀のアメリカ鉄道会社では既に
国や地域にどれほど貢献しているかなど非財務情
報を開示していた。あくまで CSR 情報は企業戦
略であり，利益を生み出すために行っていると考
えられる。つまり，企業の最終的な目的は「利益
の追求」であり，それを果たすため社会的責任が
問われているということだ。 
 
２ 管理会計的側面 
 工場制度がはじまったとき，生産は企業家の指
揮のもとにおかれるようになった。企業家は原価
をこえる価格で生産物を売却することによって利
益を得る目的で，賃金を支払い，原料を購入し，
生産を管理した。 
①家族的生産者（賃金の支払いをせず，その所得
を以ってみずからの賃金とみなした） 
②自給的生産者（自己の支出を計算し，所得と対
置してみないでは，自分がどの程度に成功したか
を知ることは出来ず，製品原価を賢明に定めるこ
とも不可能だった） 
・家族的生産者，自給的生産者の場合には無かっ
た原価計算の必要性が，企業家の場合には生じて
きたのであった。原価計算は産業革命の一つの産
物である。（『リトルトン会計発達史』1978 年，同
文舘，片野一郎訳） 
 当時の企業は，原価管理や利益計画，予算編成
など企業努力により，企業の存続につとめていた。
現在のように先例がないため，非常に困難であっ
たが，アメリカ鉄道業はその点でも大きな成果を
残し，後に普及していった。管理会計は正確性こ
そが重要であり，アメリカ鉄道業における管理会
計はレールの幅の計算やトンネル，電信など，エ
ンジニアが緻密な計算を繰り返したのがエンジニ
アレポートに記されている。 
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３ 財務会計（財務報告）と管理会計 
 財務報告は株主に会計情報を開示することで，
次第に株主に対する配当政策の他，利害調整を意
識するものに変化した。一方で，管理会計は企業
での経営を円滑に行うにあたり，会計情報の正確
な計算が不可欠であった。本来ならば財務会計に
おける財務報告も正確性が重要であったにも関わ
らず，粉飾決算等が起こる理由は財務報告にある。 
(1) 会計学 
 1800 年代のアメリカでは財務会計と管理会計
という領域はなかった。その全てが管理会計に始
まり，株式会社の設立や証券市場の発達に伴い，
様々な株主層に対する財務報告を課された時点で
管理会計では補えなくなり，財務会計として独
立・特化した。 
 株式会社の前は，管理会計こそが会計学の原点
であり，その後，財務報告をするにあたり，配当
政策や利害調整の面で財務会計の正確性が失われ
始めた。また，財務会計と管理会計は以上の理由
で，区分されそれぞれ独立・特化していった。 
(2) 会計実務と会計理論と会計基準 
 会計実務が先行し，それに基づき会計理論や会
計基準がつくられるため，会計理論と会計実務の
乖離が生じる。理論が先行する場合，実務との乖
離は生じ難い。 
 企業内での会計実務が先にうまれ，それに対し
会計理論や会計基準がつくられるため，会計理論
と会計実務の乖離が生じる。つまり実務を知らず
に，理論や基準の理解は困難である。 
 
Ⅳ 意思決定合理性  
会計とは，あらゆる意思決定において，様々な
代替案の経済的な結果を計算する機能を持つと理
解される。そして，意思決定とは，その後の行動
を約束する 1)。 
                                                  
1) Peter F Drucker は，「起こるべきことが起こらなければ，
意思決定は行ったことにならない。しかも，ここに一つ当
然というべきことがある。ほとんどの場合，行動する役目
の者は，意思決定を行なった者ではないということである。
したがって，誰かの仕事として期限を定めないかぎり，い
かなる意思決定もないに等しい。よき意図があっただけに
意思決定は，営利を目的とする経営者が利益の
追求のため経営上の意思決定を行ったのが始まり
である。合理的意思決定とは，ある状況において，
結果として得られる利益を最大化するように行動
を選択することであるが，19世紀におけるアメリ
カ鉄道会計では利益から配当を行っていたため株
主間の利害調整や，あえて利益を減らすことで節
税対策を行っていた事実がある 2)。つまり，合理
的意思決定における「合理的」とは，利益を最大
化することに限定されない。 
現在では，意思決定有用性アプローチというよ
うに，会計情報の開示という財務会計的側面が強
調されているが，本来は管理会計を行う上で不可
欠だったのが意思決定である。会計は，営利企業
の所有経営者が経営上の意思決定に役立つデータ
を入手するために行った試行錯誤から発展してき
たという事実を看過してはいけない 3)。 
しかし，意思決定有用性アプローチにおける会
計の基本目的は，利用者の意思決定に有用な情報
を提供する事であり，経営者ではなく投資者等の
外部情報利用者の存在が強調され，その視点から
の会計理論が展開されている 4)。企業経営者は，
経済合理性の追求を主たる行動の規範としている。
会計は実務を離れては存在しえないため，会計の
機能は，実務遂行者たる企業経営者の視点を抜き
にしては論じえない。歴史認識に基づいて示唆す
ることで，会計における合理的意思決定の現代的
意義が見出すことが可能である 5)。 
本論文では，19世紀におけるアメリカ鉄道会社の
会計実務の面から合理的意思決定について検討を
行い，会計学における多階化した重層性の再認識と，
会計理論と会計実務の乖離について論じる6)。 
 
                                                                                
終わる。」と言及しており，意思決定者と実行者を区別し
ている。Drucker(2005，305 頁) 
2) 1837 年にヴァージニア州において制定された一般的規
則では，資本金の 7%を超える配当は，税として州に帰属
すると規定した。中村（1991，222-223 頁） 
3) Littleton, 1952, p，169. 
4) 藤井，1997，67-69 頁。 
5) 平林，2008，223 頁。 
6) ここでいう会計理論とは，制度化のための理論を指す。 
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１ 意思決定 
合理的ではない意思決定は，複雑な役割を果た
し，これらの役割は多くの場合，不確実性を有し，
非帰結主義として意思決定をモデル化するよう求
める。人々は問題を定式化しようとし，代替案を
見つけようとし，意思決定に到達するため計算を
行う。意思決定ツールは人々を合理的にし，人々
は合理的という枠にはめられ，会計という手段で
経済主体となるのである。しかし，合理的な意思
決定というのは神話である 7)。意思決定は不確実
性を有し，実質的に合理的な決定は不確定のプロ
セスを持つこととなる。 
意思決定の重要性は，因果関係を明確にし，将
来をあらかじめ決定することによって経営を行う
だけではない。意思決定は，経営を行い，ある一
連のプロセスを開始させ，意図していないような
影響を導くこともある。決定は，新たな経営課題
を生み出し，その後，新たな決定を生み出す。決
定することで終わりではなく，そこから生じる新
たな課題を対処し，管理する必要がある。 
会計は備忘録として存在し，人々の義務を思い
出させる機能がある。そして，意思決定に至るま
での信用を公にし，共有することで，意思決定に
おける目標の達成と責任感を，常に意識させるの
である。会計は求められたことに対し数値として
回答するだけではなく，会計によって生成された
記憶は企業が担う目的や利益と因果関係を持つよ
うになる。会計システムは，複雑な形態を持ち，
喚起性の観点から，求められた回答を提供するだ
けでなく，代替案も提供し，新たな真実を知り得
るシステムと判断可能である。 
19世紀におけるアメリカ鉄道会計は，投下資本
の維持や固定遺産の価値回収あるいは利益の配分
を巡る対立と調整が，会計における管理的機能や
財務的機能を高めていった 8)。アメリカ鉄道会社
                                                  
7) James, 1991, p，105. 
8) 村田直樹教授は，「19 世紀の鉄道は圧倒的な資本と企業
規模を有し，雇用者数が数万にも及ぶ巨大組織が成立して
いた。地域的にも拡大した鉄道では，経営管理に関する意
思決定の量と複雑性は増大し，さらにこれら意思決定の継
続性や迅速性が要求されたのである」と言及している。村
は，アメリカ史上初の株式会社であったため，委
託・受託責任の履行（アカウンタビリティ）が重
要視され，資金提供者である株主間の理解調整が
必要となり，財務会計は株主間の利害調整の会計
としての側面を見せるようになった。本来，企業
経営における意思決定とは，管理会計の領域であ
り，アメリカ鉄道会社においては初期の株式会社
であり，その大規模な組織形態から巨額の資本を
必要とした。証券市場の発達と共に，海外の債権
者や国内の株主などから莫大な資本が投下され，
アメリカ鉄道会社は，資本の調達・運用・保全に
関して，徹底した管理が必然となり，経営者の意
思決定が重要な役割を果たしていたのである 9)。 
 
２ 不正会計 
 論理的思考においては，安易に他人の議論の結
論に飛びつかないこと，適切に疑問を持つことが
重要である 10)。会計情報には，会計情報作成者の
意図が反映する。会計行為は人為的であり，経営
の基盤であり，不正も多々みられる。 
 不正のトライアングル理論として，不正のメカ
ニズムについて心理学的側面から分析が行われて
いる。不正のトライアングルとは，組織犯罪研究
者である Donald R Cressey が the theory of the 
“fraud triangle”として発表した。不正リスク要因
として，動機・機械・正当化の三つを挙げている
11）。会計学とは社会科学あり，社会科学は，自然
科学と対比する学問である。社会の真実を探求し，
人類にとっての有益を追及し，人間の行動の結果
が研究対象となる。企業会計は，会計情報作成者
                                                                                
田(2001，4-5 頁)  
9) 中川，2015，1 頁。 
10) 久木田水生教授は，「意思決定にはリスクが伴い，合理
性と感情について述べている。感情は理性と対立するもの
であり，従って合理的な判断にとって障がいだと考えられ
た。しかしながら，人間が感情によって動いているという
厳然たる事実がある以上，そういったものを考慮せずに合
理的意思決定ができると考えることもまた誤っている」と
言及している。(久木田，2008，94 頁) 
11） 動機／不正を行う心理的なきっかけ 
機会／不正を行える環境 
正当化／不正を正当化する理由 
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の意図が反映しやすい。会計とは，つまり，人間
の行動の結果である。 
不正会計の歴史は，1800 年代初期のアメリカで
既に横行していたが，株式会社の設立がその原因
であると考えられる。所有と経営の分離，委託・
受託責任（会計責任）の履行，株主間の利害調整
など，現代会計の諸要素が 200 年以上前に存在し
ていた。そして，1850 年代には，証券市場の発展
をうけ，企業の倫理観や信頼性が問われるように
なり，会計規則や監査制度が導入されることとな
った。 
しかし，現代でも不正会計は起きている。現代
は，会計基準や会計処理が整備され，企業は不正
防止プログラムを導入し，不正対策を行っている。
1850 年代のアメリカから，200 年以上経ち，会計
処理や会計基準は精緻化されるが，人の思考は大
きく変化しない。そのため，不正会計の技術や知
識，方法は変わっても，不正のトライアングルは
変わらないのである。 
 
３ 不正理論と会計制度の乖離 
有形固定資産の減価償却の始まりは，先述した
とおり1600年代における農業会計である。馬匹や
牛に対し減価償却を行っていた。経営者は有形固
定資産に投下された資本の投資回収といった考え
を持っていたため，明らかに管理会計としての意
思決定である。発生主義会計の下，適正な期間損
益計算における費用配分としての理論は，株主間
の利害調整のため生まれ，管理会計から財務会計
という領域が確立したといえる。 
減価償却の理論と実務の変化から，会計の柔軟
性を認識し，法定耐用年数においては費用対効果
や節税効果が見込まれている。会計実務が先行し，
それに基づき会計基準がつくられ，そこから会計
理論が形成される。理論に基づいた基準が先行す
る場合，実務との乖離は生じないため，実務を知
らずに，会計基準や会計理論は理解できないので
ある。意思決定においても同様である。 
本来，投資回収としての減価償却が，現代では
株主間の利害調整として機能している。減価償却
の意義は投資回収であり，それが社会経済的環境
の変化に伴い，費用配分という新たな機能が生ま
れた。会計学は，企業の置かれている状況や社会
経済的要因によって，多種多様な機能を発揮する
が，減価償却を始めとする会計処理の原点は投資
回収という管理会計にあったのである。 
会計は社会経済状況の影響を受け，柔軟性があ
る。そのため，現代の会計理論に対し，いずれ新
たな見解が生まれる可能性は十分にある。会計学
は社会科学であり，人為的な行為であるため，会
計情報作成者の意図や会計理論を形成する研究者
の意図が反映しやすい学問である 12)。しかし，企
業における会計実務は，経営者の意思決定，つま
り管理会計から始まったという真実を看過しては
ならない。 
 
４ 会計における意思決定と信用 
一般的に，信用経済は脆性である。意思決定と
信用を考えた時，問題の発見，代替案の特定，評
価の概念，動的なプロセスの概念を追加する。こ
れは，信用経済の社会的次元ではなく，経営であ
る。 
信用経済における意思決定を明確にするうえで，
以下の２点のシフトを理解する必要がある。意思
決定におけるある行為が，因果関係から目標達成
という成果ではないという認識である。また，意
思決定の過程における解決策から代替案の作成の
シフトである。これらのシフトは，会計と経営行
動との関係を理解するために重要である。 
信用経済における行為は，成果ではない。信用
としての決定は，将来，完璧な予測になるという
よりはむしろ変換の源であり，不確定である。人々
は行動することができるが，その成果は，いかに
他人が行動するかに依存し，これが単純な因果関
係を疑わしいものにする。達成のプロセスとは，
事前に設定した目標に焦点を当てるのではなく，
企業家が有する，あるいは利用できる実際および
                                                  
12) 会計主体は企業であり，客体は企業の行動である。第
三者が客観視していていないため恣意的になる。 
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潜在的経営資源を考慮することでビジネスを展開
しようとした時に，企業家が経験する試行錯誤お
よび学習を指す。達成は，将来の壮大な計略をも
って行うよりはむしろ手許にある経営資源で開始
するプロセスである。将来に対し，経営資源が活
用できるかを視野に入れ，ゴールとタスクが策定
される。 
信用は，新しいアクションを導くが，この概念
は経営における問題としても挙げられる。経営組
織もしくは経済社会全体における共同体の中での
信頼を促進することで，経済的合理性ならびに合
理的意思決定が行える。例えば，価格設定などを
考えた場合，カリフォルニアからトルコに向けた
綿花の輸出，北京からロッテルダムへ向けた野球
帽の輸出を例とすると，価格設定は驚くほど包括
的な努力を結集する。価格は市場金利を生み出す
ため必要であるが，この金利が注目されていると
きに，新たな問題が発生するのである。つまり，
市場の仕組みを編成し，物流のプロセスを構築す
る必要がある。 
決定と結果は直接的に結びつかない。信用は，
実現の過程で余儀なく損なわれる。信用が結果と
して損なわれるという集合的な経験は，信用の意
味の再確認が必要となる。意思決定において，信
用と会計の関係を成立させなければならない。 
会計とは，いかに期待からの逸脱を補正できる
のかを強調することによって，革新の作業量を調
整する。会計は，企業の内外で組織体制の異なる
場での会計学を構築するよう相反する計算におい
て板挟み状態に置かれる。 
限界利益と生産コストの区別や，貢献利益の提
案は新たな技術開発が市場での価格上昇を推奨す
るかという利益に関連し，それに応じて技術革新
の仕事は，社内の専門知識者によって行われた実
験や差別化として概念化された。限界利益は，技
術高度化の成長を介して価格上昇を推奨している。
それにより，業者が特定された物質や部品の供給
だけでなく開発にも参加可能となる。業者との関
係は，効率的かつ生産的に経営を行うため，より
深く，長期的でなければならない。 
上述した例は，会計が問題と解決策を提供する
ことにより，代替案の制作に関与していることを
示している。技術革新によって成長するための企
業戦略における重要な問題と携わっており，技術
や市場，業者を考慮に入れることで，十分に証明
可能である。 
会計は，多様な説明と可能な一連の行動を生み
出す一つの方法である。それは会計の遂行性が示
唆するように，会計は余分な投資と調整のための
備忘録を確立する。会計は，様々な議論が行われ
ている一方で，検討に値する問題や懸念を作り出
すサポートとしての一面を持つことを示唆する。
これはいかに会計が，新たな意味や解釈，そして
可能性を構築しているかの証明である。意思決定
の後には信用が残り，それが決定者の更なる行動
への動機づけをする。新たなプロセスが，意思決
定をきっかけに開始されたのである。このような
プロセスに関連した会計の役割とは，意思決定を
固めることと信用を開発する弁証法である。 
 
Ⅴ 総括 
企業の最終的な目標は「利益の追求」であり，
現代の会計学は，会計史の重層性に基づいている。
現代に至るまでの経緯が重要であるため，会計学
の理論だけでなく，実務ベースから会計理論を考
察する必要がある。これらの見解に基づき，研究
を進めることが今後の企業会計において必須であ
り，会計史研究の重要性である。 
アメリカ鉄道会計の実務（技術者によるエンジ
ニアレポート）や財務諸表（アニュアルレポート）
を考察すると，近代会計理論の形成に大きく影響
を与えたであろう会計処理が多々記載されている。 
アメリカ鉄道会社で生成され精緻化された会計
が，近代会計理論に収束されている。 
アメリカ鉄道会社で生まれた技術や経営戦略は，
電信や電話の発達（路線に沿って全国に電柱を並
べた→鉄道同様厳密な内部統制が必要になった 
→それが結果として電話となった）の他，製造業
など多くの産業に拡がる。 
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金融面において，アメリカの鉄道会社にイギリス
を中心とする大量の資本が投下された。その結果，
ニューヨーク証券取引所が制度として確立した。 
アメリカ鉄道会社の果たした役割は，アメリカ
中を結ぶ国内市場の完成，企業基盤の形成，経営
管理・組織の先駆形態を提供，ニューヨーク証券
取引所の確立，近代会計理論に影響を与えた会計
実務の原点である。このようにアメリカ鉄道会社
は経営面，そして会計面において現代の企業に大
きな影響を与えた。その企業を研究する意義は非
常に大きく，この知識がないと現代の会計にいた
るまでの流れを把握できずに，現象面だけを捉え
がちになってしまう。  
 
 (1) 財務報告 
歴史研究で得た知見として，委託・受託責任の
履行が本来の目的であったが，現在はステークホ
ルダー（仕入先，顧客，従業員，地域住民，潜在
的株主など）に対する財務報告を行っている。19
世紀におけるアメリカ鉄道会社は，株主に対し財
務情報ならびに非財務情報を常に開示していた。
しかし，株主総会の場のみ開示するようになった
時点で，会計理論と会計実務の乖離が生じている。 
また，ＣＳＲ活動は，ステークホルダーからの
ニーズに答えるという，企業戦略である。企業は，
社内外の人々を自社のＣＳＲ活動に関係者として
従事させ，環境・社会の持続可能性に貢献してい
る。さらに，利益を生み出す仕組みと企業の持続
可能性を確保できると考え，活動を推進している。
企業の最終的な目的は利益の追求であり，それを
果たすため社会的責任が問われている。これが資
本主義のメカニズムであり，資本主義的合理性で
ある。 
 
 (2) 多階化した重層性の再認識 
会計学の重層性とは，過去から現代までの会計
学の考え方が同時併存している現象を指す。会計
学を，過去と現代の間に切れ目をもたない学問と
してとらえ，現代社会のなかに，18 世紀や 19 世
紀そして，20 世紀の会計も混在しており，ハット
フィールドの会計理論もその一部に内包される。
アメリカ鉄道会計で生成された会計処理は，
Henry R，Hatfield 教授における近代会計理論の
形成に影響を与え，正に源流である 13)。 
会計学の機能は，時代の変遷に伴い多階化した
重層性を持ち，企業の背景にある社会経済状況に
より，顕在化する。社会経済的背景が変わること
で，その時重要で必要な会計処理や軽軽の機能が
変化する。現在求められている会計の機能は何な
のかを知ることが重要であり，会計史研究の意義
である。 
現代の会計学は，多階化した重層性に基づいて
いる。会計史研究は方法論的側面を持つが，現代
社会においても変わらない「核心」を見出すこと
が可能である。計算体系の構築（実務）から会計
基準がつくられ，会計理論が形成されるため，近
代会計理論形成における歴史的視点は不可欠であ
る。そして，社会経済状況が変わろうと会計学の
重要性や柔軟性は変化しないため，歴史的事実は，
将来を予測するデータと成り得る。 
会計学とは，経営を行う上で不可欠な要素であ
り，経営を支え，意思決定は経営の基盤となる。 
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